
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
導体パターンが形成された第１の有機基板の主面上に１個以上の素子体を実装する工程と
、
上記第１の有機基板との接合面に上記素子体の実装領域に対応して凹陥部が形成された第
２の有機基板を、上記凹陥部により構成された素子体収納空間部内に上記素子体を封止す
るようにして上記第１の有機基板に接合し、上記素子体収納空間部が耐湿特性及び耐酸化
特性を保持された空間部として構成する工程と、
上記第１の有機基板及び上記第２の有機基板の互いに接合させる面とは反対側の上記第１
の有機基板及び上記第２の有機基板の少なくとも一方の第２の主面の全面に絶縁樹脂層を
形成する工程と、
上記絶縁樹脂層に研磨処理を施して上記第２の主面を平坦なビルドアップ形成面とする工
程と、
上記ビルドアップ形成面に薄膜技術や厚膜技術により形成された少なくとも一種類以上の
受動素子を有する一層以上のビルドアップ配線層を形成する工程と
を有することを特徴とするモジュール基板装置の製造方法。
【請求項２】
上記第１の有機基板と第２の有機基板との接合工程が、不活性ガス雰囲気中で行われるこ
とを特徴とする請求項１記載のモジュール基板装置の製造方法。
【請求項３】
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上記第１の有機基板又は上記第２の有機基板に、上記素子体収納空間部に連通する空気抜
き孔が形成されており、
上記第１の有機基板と第２の有機基板との接合工程に続いて、上記空気抜き孔を介して上
記素子体収納空間部内の空気を抜く工程と、上記空気抜き孔を介して上記素子体収納空間
部内に不活性ガスを充填する工程と、上記空気抜き孔を閉塞する工程とが施されることを
特徴とする請求項１記載のモジュール基板装置の製造方法。
【請求項４】
上記第１の有機基板と第２の有機基板との接合工程が、上記第１の有機基板と第２の有機
基板のいずれか一方の接合面に接着シートを貼り付ける工程と、上記第１の有機基板と第
２の有機基板とを位置決めして組み合わせる工程と、上記第１の有機基板と第２の有機基
板とを圧着する工程とからなることを特徴とする請求項１記載のモジュール基板装置の製
造方法。
【請求項５】
上記第１の有機基板と第２の有機基板との接合工程が、上記第１の有機基板と第２の有機
基板とを位置決めして組み合わせる工程と、第１の有機基板と第２の有機基板の接合面に
超音波を印加して溶着する工程とからなることを特徴とする請求項１記載のモジュール基
板装置の製造方法。
【請求項６】
上記第１の有機基板と第２の有機基板との、少なくとも上記素子収納空間部を構成する素
子体実装領域と凹陥部とに低温条件において成膜可能な少なくとも一層以上の酸化珪素、
窒化珪素、炭化珪素、窒化ホウ素或いはダイヤモンド・ライク・カーボンからなるシール
ド材によりシールド層を形成する工程を有し、
上記シールド層により、上記素子収納空間部が耐湿特性及び耐酸化特性を保持された空間
部として構成されることを特徴とする請求項９記載のモジュール基板装置の製造方法。
【請求項７】
上記第１の有機基板と第２の有機基板との、少なくとも上記素子収納空間部を構成する素
子体実装領域と凹陥部とに少なくとも一層以上の金属膜からなるシールド層を形成する工
程を有し、
上記シールド層により、上記素子収納空間部が耐湿特性及び耐酸化特性とともに耐電磁波
特性を保持された空間部として構成されることを特徴とする請求項１記載のモジュール基
板装置の製造方法。
【請求項８】
主面上に導体パターンが形成されるとともに素子体が実装された第１の有機基板と、上記
第１の有機基板との接合面に上記素子体の実装領域に対応して凹陥部が形成された第２の
有機基板とを備え、上記第１の有機基板に対して上記第２の有機基板を接合した状態にお
いて上記凹陥部により上記素子体を封止する素子体収納空間部が構成され、上記素子体収
納空間部を耐湿特性及び耐酸化特性を保持して構成するとともに、上記第１の有機基板及
び上記第２の有機基板の互いに接合させる面とは反対側の上記第１の有機基板及び上記第
２の有機基板の少なくとも一方の第２の主面上に設けられた絶縁樹脂層に研磨処理が施さ
れて平坦化されたビルドアップ形成面が形成されてなるベース基板部と、
上記ベース基板部のビルドアップ形成面に形成された

ことを特徴とする高周波モジュール。
【請求項９】
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誘電絶縁層上に形成された導体パタ
ーンと薄膜技術や厚膜技術により形成された少なくとも一種類以上の受動素子を有し、さ
らに上記ベース基板部や上記素子体とビア接続された一層以上のビルドアップ配線層と、
最上層のビルドアップ配線層上に実装された高周波回路部品とを有する高周波回路部とか
らなり、
上記ベース基板部に形成された上記素子体収納空間部が、上記第１の有機基板の素子実装
領域と上記第２の有機基板の凹陥部とに少なくとも一層以上の金属層からなるシールド層
が形成されることにより、耐湿特性及び耐酸化特性とともに耐電磁波特性を保持された空
間部として構成されている



上記ベース基板部に実装された上記素子体が１個以上のメカニカル・エレクトリカル・マ
イクロ・システム・スイッチであり、切換操作が行われることによって上記高周波回路部
のビルドアップ配線層に形成された容量パターンの容量特性を切り換えることを特徴とす
る請求項８記載の高周波モジュール。
【請求項１０】
導体パターンが形成された第１の有機基板の主面上に１個以上の素子体を実装する工程と
、上記第１の有機基板との接合面に上記素子体の実装領域に対応して凹陥部が形成された
第２の有機基板を、上記凹陥部により構成された素子体収納空間部内に上記素子体を封止
するようにして上記第１の有機基板に接合し、上記素子体収納空間部が耐湿特性及び耐酸
化特性を保持された空間部として構成される工程と、上記第１の有機基板及び上記第２の
有機基板の互いに接合させる面とは反対側の上記第１の有機基板及び上記第２の有機基板
の少なくとも一方の第２の主面の全面に絶縁樹脂層を形成する工程と、上記絶縁樹脂層に
研磨処理を施して上記第２の主面を平坦なビルドアップ形成面とする工程とを経てベース
基板部を製作する工程と、
上記ベース基板部のビルドアップ形成面に形成された誘電絶縁層上に導体パターンを形成
するとともに薄膜技術や厚膜技術によって少なくとも一種類以上の受動素子を形成しかつ
上記第１の有機基板の導体パターンや上記素子体とビア接続された一層以上のビルドアッ
プ配線層を形成する工程と、最上層のビルドアップ配線層上に高周波回路部品を実装する
工程とを経て高周波回路部を形成する工程と
を有することを特徴とする高周波モジュールの製造方法。
【請求項１１】
上記ベース基板部の製作工程において、上記第１の有機基板と第２の有機基板との接合工
程が、不活性ガス雰囲気中で行われることを特徴とする請求項１０記載の高周波モジュー
ルの製造方法。
【請求項１２】
上記素子体収納空間部に連通する空気抜き孔が形成された上記第１の有機基板又は上記第
２の有機基板が用いられ、
上記ベース基板部の製作工程において、上記第１の有機基板と第２の有機基板との接合工
程の次工程として、上記空気抜き孔を介して上記素子体収納空間部内の空気を抜く工程と
、上記空気抜き孔を介して上記素子体収納空間部内に不活性ガスを充填する工程と、上記
空気抜き孔を閉塞する工程とを施して上記素子体収納空間部に不活性ガスを封入すること
を特徴とする請求項１０記載の高周波モジュールの製造方法。
【請求項１３】
上記第１の有機基板と第２の有機基板との接合工程が、上記第１の有機基板と第２の有機
基板のいずれか一方の接合面に接着シートを貼り付ける工程と、上記第１の有機基板と第
２の有機基板とを位置決めして組み合わせる工程と、上記第１の有機基板と第２の有機基
板とを圧着する工程とからなることを特徴とする請求項１０記載の高周波モジュールの製
造方法。
【請求項１４】
上記第１の有機基板と第２の有機基板との接合工程が、上記第１の有機基板と第２の有機
基板とを位置決めして組み合わせる工程と、第１の有機基板と第２の有機基板の接合面に
超音波を印加して溶着する工程とからなることを特徴とする請求項１０記載の高周波モジ
ュールの製造方法。
【請求項１５】
上記ビルドアップ配線層の形成工程が、上記ベース基板部の上記ビルドアップ形成面の全
面に感光性誘電体層を形成する工程と、ビア形成工程と、上記感光性誘電体層上に導体パ
ターンを形成する工程とを経て第１の配線層を形成するとともに、この第１の配線層上に
同様の工程を経て上層の配線層を順次形成し、
最上層の配線層に対して、ソルダレジスト層の形成工程と、電極形成工程とを施して高周
波回路部品を実装することを特徴とする請求項１０記載の高周波モジュールの製造方法。

10

20

30

40

50

(3) JP 3575478 B2 2004.10.13



【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、例えばパーソナルコンピュータ、オーディオ機器或いは各種モバイル機器や携
帯電話機等の無線通信機能を有する各種電子機器等に備えられ異なる周波数帯域での互換
性を可能とする無線通信モジュールに好適に用いられるモジュール基板装置の製造方法、
高周波モジュール及びこの製造方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
例えば、音楽、音声或いは画像等の各種情報は、近年、データのデジタル化に伴ってパー
ソナルコンピュータやモバイルコンピュータ等によっても手軽に扱えるようになっている
。また、これらの情報は、音声コーデック技術や画像コーデック技術により帯域圧縮が図
られて、デジタル通信やデジタル放送により各種の通信端末機器に対して容易にかつ効率
的に配信される環境が整いつつある。例えば、オーディオ・ビデオデータ（ＡＶデータ）
等は、有線による受信ばかりでなく携帯電話機等を介して屋内外での受信も可能となって
いる。
【０００３】
ところで、データ等の送受信システムは、家庭内や小規模な地域内においても好適なネッ
トワークシステムの提案によって、様々に活用されるようになっている。ネットワークシ
ステムとしては、例えばＩＥＥＥ８０２．１１ａで提案されている５ＧＨｚ帯域の狭域無
線通信システム、ＩＥＥＥ８０２．１１ｂで提案されている２．４５ＧＨｚ帯域の無線Ｌ
ＡＮシステム或いはＢｌｕｅｔｏｏｈと称される近距離無線通信システム等の種々の次世
代ワイヤレスシステムが注目されている。データ等の送受信システムは、このような種々
のワイヤレスネットワークシステムを有効に利用して、家庭内や屋外等の様々な場所にお
いて手軽にかつ中継装置等を介することなく様々なデータの授受、インターネット網への
アクセスやデータの送受信が可能となる。
【０００４】
ワイヤレスネットワークシステムにおいては、各通信端末機器があらゆる通信方式に対し
て接続可能とされることによって、有効利用が図られるようになる。しかしながら、かか
るワイヤレスネットワークシステムは、通信端末機器の大型化や高コスト化を招くばかり
でなく、通信インフラ側にとっても大きな負担となる。通信端末機器は、屋内ばかりでな
く戸外等においても利用されるために小型軽量で携帯可能であるとともに廉価であること
が必須であるために、かかるワイヤレスネットワークシステムの仕様に適合するように構
成することは極めて困難である。
【０００５】
通信端末機器においては、各通信方式や周波数帯域に対して変復調処理以下のベースバン
ド処理によって対応することで無線通信ユニットを単一に構成する、いわゆるソフトウェ
ア・ディファインド・ラジオ（Ｓｏｆｔｗａｒｅ　Ｄｅｆｉｎｅｄ　Ｒａｄｉｏ）技術の
開発が進められている。しかしながら、かかるＳＤＲ技術も、信号処理のための計算量が
膨大となり、通信インフラ側における負担の対応を図ることができても通信端末機器側に
おける消費電力の対応或いは集積化による大型化の対応が大きな問題であり、特に携帯型
通信端末機器の実用化が図られていない。
【０００６】
図２５及び図２６に示した無線通信モジュール１００は、無線送受信機のアナログフロン
トエンドを構成し、同一の変復調方式若しくは異なる変復調方式に対してベースバンド部
分を共有化するとともに、複数の送受信部を有して異なる周波数帯域の無線信号の送受信
を可能とするいわゆるマルチ・バンド構成が図られている。無線通信モジュール１００は
、アンテナ部１０１において異なる周波数帯域の無線信号を送受信する。
【０００７】
無線通信モジュール１００は、図２５に示すように、詳細を省略するがアンテナ部１０１
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において受信した高周波信号をＲＦ－ＩＦ変換部１０２において基準周波数生成回路部１
０３から供給される基準周波数に基づいて中間周波数信号に変換し、この中間周波数信号
を増幅部１０４において増幅した後に復調部１０５において復調してベースバンド部１０
６に出力する受信信号処理系１０７を備える。また、無線通信モジュール１００は、詳細
を省略するがベースバンド部１０６から出力された中間周波数信号をＩＦ－ＲＦ変換部１
０８において直接高周波信号に変換するとともに復調し、増幅部１０９を介してアンテナ
部１０１から送信する送信信号処理系１１０を備える。
【０００８】
無線通信モジュール１００は、詳細を省略するが、各段間にそれぞれ種々のフィルタ、電
圧制御発振器（ＶＣＯ：Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｃｏｎｔｏｌｌｅｄ　Ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ）
、表面弾性波（ＳＡＷ：Ｓｕｒｆａｃｅ　Ａｃｏｕｓｔｉｃ　Ｗａｖｅ）ディバイス等の
大型機能部品が介挿されるとともに、高周波アナログ回路に特有なインダクタ、キャパシ
タ或いはレジスタ等の受動素子を有している。また、無線通信モジュール１００には、図
２５に示すように、受信信号処理系１０７のＲＦ－ＩＦ変換部１０２や基準周波数生成回
路部１０３或いは復調部１０５に、第１の切換スイッチ１１１乃至第３の切換スイッチ１
１３が設けられている。また、無線通信モジュール１００には、送信信号処理系１１０内
のＩＦ－ＲＦ変換部１０８や増幅部１０９にも、第４の切換スイッチ１１４と第５の切換
スイッチ１１５とが設けられている。
【０００９】
第１の切換スイッチ１１１乃至第３の切換スイッチ１１３は、詳細を省略するが、切換動
作されることによって可変コンデンサや可変リアクタンスの容量切換を行うことにより受
信信号の周波数特性をマッチングするように時定数切換の制御を行う。第４の切換スイッ
チ１１４及び第５の切換スイッチ１１５も、詳細を省略するが、切換動作されることによ
って可変コンデンサや可変リアクタンスの容量切換を行うことにより送信信号の周波数特
性をマッチングするように時定数切換の制御を行う。
【００１０】
無線通信モジユール１００は、図２６に示すように多層配線基板からなるモジュール基板
１２０を備え、詳細を省略するがこのモジュール基板１２０の各配線層内に配線パターン
とともに上述した各機能ブロックを構成する受動素子や容量パターン等が形成されること
によって構成される。モジュール基板１２０には、表面上に高周波信号処理用ＬＳＩ１２
１や適宜のチップ部品１２２が搭載されるとともに、電磁ノイズの影響を排除するために
シールドカバー１２３が組み付けられる。なお、モジュール基板１２０は、例えば表面の
シールドカバー１２３に被覆されない部位にアンテナ部１０１を構成するアンテナパター
ンを形成するようにしてよい。また、モジュール基板１２０は、表面に実装したチップ型
アンテナによりアンテナ部１０１を構成したり、別部材のアンテナから送受信信号を入出
力されるようにしてもよい。
【００１１】
無線通信モジュール１００は、上述した第１の切換スイッチ１１１乃至第５の切換スイッ
チ１１５が、図２６に示すようにモジュール基板１２０の表面に実装されるＭＥＭＳ（Ｍ
ｉｃｒｏ　Ｅｌｅｃｔｒｏ　Ｍｅｃａｎｉｃａｌ　Ｓｙｓｔｅｍ）スイッチ１３０によっ
て構成される。ＭＥＭＳスイッチ１３０は、図２７に示すように全体が絶縁カバー１３１
によって覆われ、この絶縁カバー１３１から引き出されたリード１３２を介して上述した
ようにモジュール配線基板１２０に実装される。
【００１２】
ＭＥＭＳスイッチ１３０は、シリコン基板１３３に第１の固定接点１３４と、第２の固定
接点１３５と、第３の固定接点１３６とが形成され、薄板状でかつ可撓性を有する可動接
点片１３７が第１の固定接点１３４に固定されるとともに自由端を第３の固定接点１３６
と対向させて片持ち支持されている。ＭＥＭＳスイッチ１３０は、第１の固定接点１３４
と第３の固定接点１３６とが出力接点として、ワイヤ１３８を介してそれぞれリード１３
２と接続されている。なお、第２の固定接点１３６も、他のリード１３２と接続されてい
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る。可動接点片１３７には、第２の固定接点１３５と対向する部位に電極１３９が設けら
れている。
【００１３】
ＭＥＭＳスイッチ１３０は、シリコン基板１３３に対してシリコンカバー１４０が例えば
陽極接合法等によって接合されることにより、第１の固定接点１３４乃至第３の固定接点
１３６及び可動接点片１３７を気密状態に保持してなる。ＭＥＭＳスイッチ１３０は、さ
らに全体を絶縁カバー１３１によって封装することによりパッケージ化してなる。ＭＥＭ
Ｓスイッチ１３０は、シリコン基板１３３とシリコンカバー１４０とにより可動部を封入
するとともに絶縁カバー１３１によって全体を封装することによって、耐湿特性や耐酸化
特性が保持されるとともに外部からの機械的負荷に対する耐久性が保持されてなる。
【００１４】
以上のように構成されたＭＥＭＳスイッチ１３０は、駆動電圧が印加されると第２の固定
接点１３５と可動接点片１３７の電極１３９との間に生じる電磁的吸引力により、第３の
固定接点１３６と可動接点片１３７とが短絡するとともにこの短絡状態が保持される。Ｍ
ＥＭＳスイッチ１３０は、逆バイアス駆動電圧が印加されると第２の固定接点１３５と電
極１３９との間に生じる磁気的反発力により可動接点片１３７が初期状態に復帰して第３
の固定接点１３６との短絡状態が解除される。ＭＥＭＳスイッチ１３０は、極めて微小で
あるとともに動作状態を保持するための保持電流を不要とするスイッチ素子であることか
ら、無線通信モジユール１００の大型化を抑制しかつ低消費電力化を図るようにする。
【００１５】
【発明が解決しようとする課題】
上述したように無線通信モジユール１００は、ＭＥＭＳスイッチ１３０により時定数の切
換を行うことによってアンテナ、各フィルタ或いはＶＣＯ等の周波数特性を切り換えてチ
ューナブルに構成してなる。ところで、ＭＥＭＳスイッチ１３０は、可動部を有するため
に上述したようにシリコン基板１３３上に第１の固定接点１３４乃至第３の固定接点１３
６や配線パターンが微細に作成され、陽極接合法等によってシリコン基板１３３とシリコ
ンカバー１４０とを接合した後に絶縁カバー１３１で被覆してパッケージ化されてなり、
他の実装部品と同様にしてモジュール基板に実装される。
【００１６】
したがって、無線通信モジユール１００においては、ＭＥＭＳスイッチ１３０の寄生成分
からの反射やロスによる高周波回路部への影響により特性が低下するといった問題があっ
た。また、無線通信モジユール１００においては、ＭＥＭＳスイッチ１３０がモジュール
基板１２０の表面に実装されることによって内部回路との間のパス長が大きくなることで
、干渉やロスの影響により特性が低下するといった問題があった。さらに、無線通信モジ
ユール１００においては、ＭＥＭＳスイッチ１３０がシリコン基板１３３上に各構成要素
を組み立てるとともに絶縁カバー１３１により封装してパッケージ化した構造であるため
に、さらなる小型化が困難であるといった問題があった。
【００１７】
また、無線通信モジユール１００には、例えばＳＡＷ素子（Ｓｕｒｆａｃｅ　Ａｃｏｕｓ
ｔｉｃ　Ｗａｖｅ　Ｄｅｖｉｃｅ：表面弾性波フィルタ素子）や、マイクロ波やミリ波用
のＩＣ、ＬＳＩ等も実装される。これら素子は、絶縁樹脂によってコーティングした場合
に特性が著しく劣化するといった問題がある。
【００１８】
したがって、本発明は、素子のパッケージ化を不要として小型化と低コスト化とともに信
頼性の向上を図るモジュール基板装置及びその製造方法を提供することを目的に提案され
たものである。また、本発明は、異なる周波数帯域での互換性を可能とするＭＥＭＳスイ
ッチや樹脂封装により特性が劣化する素子を備え、これら素子の特性と信頼性の向上を図
りかつ小型化と低コスト化を図ったマルチバンド対応機能化の高周波モジュール及びその
製造方法を提供することを目的に提案されたものである。
【００２１】
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【課題を解決するための手段】
上述したような目的を達成するために提案される本発明に係るモジュール基板装置の製造
方法は、導体パターンが形成された第１の有機基板の主面上に１個以上の素子体を実装す
る工程と、第１の有機基板との接合面に素子体の実装領域に対応して凹陥部が形成された
第２の有機基板を、凹陥部により構成された素子体収納空間部内に素子体を封止するよう
にして第１の有機基板に接合する工程と、第１の有機基板及び第２の有機基板の互いに接
合させる面とは反対側の第１の有機基板及び第２の有機基板の少なくとも一方の第２の主
面の全面に絶縁樹脂層を形成する工程と、絶縁樹脂層に研磨処理を施して第２の主面を平
坦なビルドアップ形成面とする工程と、ビルドアップ形成面に薄膜技術や厚膜技術により
形成された少なくとも一種類以上の受動素子を有する一層以上のビルドアップ配線層を形
成する工程とを有し、素子体収納空間部が耐湿特性及び耐酸化特性を保持された空間部と
して構成されることを特徴とする。
【００２２】
上述した工程を有する本発明にかかるモジュール用基板装置の製造方法によれば、配線層
の内部に構成されるとともに耐湿特性と耐酸化特性を保持した素子体収納空間部に素子体
が直接形成されることから、この素子体に耐湿特性や耐酸化特性或いは外部からの機械的
負荷から保護するパッケージが不要とされ小型化が図られかつ配線層とのパス長が短縮化
されることで低損失、耐ノイズ特性の向上が図られたモジュール用基板装置が製造される
。モジュール用基板装置の製造方法によれば、素子体の経時劣化がパッケージ化された状
態と同等に保持され安定した動作が行われるモジュール用基板装置が、リフローはんだ等
に際して内部に侵入した水分の蒸発によるパッケージの損傷等といった不都合の発生も防
止して効率よく製造することが可能となる。
【００２３】
さらに、本発明に係る高周波モジュールは、主面上に導体パターンが形成されるとともに
素子体が実装された第１の有機基板と、この第１の有機基板との接合面に素子体の実装領
域に対応して凹陥部が形成された第２の有機基板とを備え、第１の有機基板に対して第２
の有機基板を接合した状態において凹陥部により素子体を封止する素子体収納空間部が構
成され、素子体収納空間部を耐湿特性及び耐酸化特性を保持して構成するとともに、第１
の有機基板及び第２の有機基板の互いに接合させる面とは反対側の第１の有機基板及び第
２の有機基板の少なくとも一方の第２の主面上に設けられた絶縁樹脂層に研磨処理が施さ
れて平坦化されたビルドアップ形成面が形成されてなるベース基板部と、ベース基板部の
ビルドアップ形成面上に設けられた高周波回路部とからなる。この高周波回路部は、ビル
ドアップ形成面に形成された誘電絶縁層上に形成された導体パターンと薄膜技術や厚膜技
術により形成された少なくとも一種類以上の受動素子を有し、さらにベース基板部や上記
素子体とビア接続された一層以上のビルドアップ配線層と、最上層のビルドアップ配線層
上に実装された高周波回路部品とを有する高周波回路部とから構成されている。
そして、ベース基板部に形成された素子体収納空間部は、第１の有機基板の素子実装領域
と第２の有機基板の凹陥部とに少なくとも一層以上の金属層からなるシールド層が形成さ
れることにより、耐湿特性及び耐酸化特性とともに耐電磁波特性を保持された空間部とし
て構成されている。
【００２４】
以上のように構成された本発明にかかる高周波モジュールによれば、例えばアンテナやフ
ィルタの容量特性を可変としてマルチバンド機能化を図るＭＥＭＳスイッチ、或いは樹脂
コーティングにより特性が劣化する素子体等がベース基板部の配線層内に構成されるとと
もに耐湿特性と耐酸化特性とを保持された素子体収納空間部に直接形成されることから、
この素子体に耐湿特性や耐酸化特性或いは外部からの機械的負荷から保護するパッケージ
が不要となり小型化が図られかつ配線層とのパス長が短縮化されることで低損失、耐ノイ
ズ特性の向上が図られるようになる。また、高周波モジュールによれば、素子体の経時劣
化がパッケージ化された状態と同等に保持され安定した動作が行われるとともに、リフロ
ーはんだ等に際して内部に侵入した水分の蒸発によるパッケージの損傷等といった不都合
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の発生も防止される。さらに、高周波モジュールによれば、比較的廉価な有機基板を有す
るベース基板部の平坦化されたビルドアップ形成面上に各種の受動素子を形成した高周波
回路部が高精度に形成されることでコストの低減が図られるとともに、ベース基板部を例
えば電源やグランド部の配線部や制御系の配線部として構成することによって高周波回路
部との電気的分離を図られるようになる。高周波モジュールによれば、高周波回路部の電
気的干渉の発生が抑制されて特性の向上が図られ、また充分な面積を有する電源やグラン
ド部の配線がベース基板部に形成することが可能であることからレギュレーションの高い
電源供給が行われるようになる。
【００２５】
更にまた、本発明に係る高周波モジュールの製造方法は、導体パターンが形成された第１
の有機基板の主面上に１個以上の素子体を実装する工程と、第１の有機基板との接合面に
素子体の実装領域に対応して凹陥部が形成された第２の有機基板を、凹陥部により構成さ
れた素子体収納空間部内に素子体を封止するようにして第１の有機基板に接合

工程と、

を経てベ
ース基板部を製作する工程と、ベース基板部のビルドアップ形成面 誘電絶縁
層上に導体パターンを形成するとともに薄膜技術や厚膜技術によって少なくとも一種類以
上の受動素子を形成しかつ第１の有機基板の導体パターンや素子体とビア接続された一層
以上のビルドアップ配線層を形成する工程と、最上層のビルドアップ配線層上に高周波回
路部品を実装する工程とを経て高周波回路部を形成する工程とから構成される。
【００２６】
上述した工程を有する本発明にかかる高周波モジュールの製造方法によれば、ベース基板
部の配線層内に構成されるとともに耐湿特性や耐酸化特性を保持した素子体収納空間部に
素子体を直接形成することから、この素子体に耐湿特性や耐酸化特性或いは外部からの機
械的負荷から保護するパッケージが不要となり小型化が図られかつ配線層とのパス長が短
縮化されることで低損失、耐ノイズ特性の向上が図られた高周波モジュールが製造される
。また、高周波モジュールの製造方法によれば、素子体の経時劣化がパッケージ化された
状態と同等に保持され安定した動作が行われるとともに、リフローはんだ等に際して内部
に侵入した水分の蒸発によるパッケージの損傷等といった不都合の発生も防止して高周波
モジュールの製造が行われる。さらに、高周波モジュールの製造方法によれば、比較的廉
価な有機基板を有するベース基板部の平坦化されたビルドアップ形成面上に各種の受動素
子を有形成した高周波回路部が高精度に形成されることでコストの低減が図られるととも
に、ベース基板部を例えば電源やグランド部の配線部や制御系の配線部として構成するこ
とによって高周波回路部との電気的分離を図った高周波モジュールが製造される。高周波
モジュールの製造方法によれば、高周波回路部の電気的干渉の発生が抑制されて特性の向
上が図られ、また充分な面積を有する電源やグランド部の配線がベース基板部に形成する
ことが可能であることからレギュレーションの高い電源供給が行われる高周波モジュール
が製造される。
【００２７】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について、図面を参照して詳細に説明する。実施の形態として
図１に示した高周波モジュール１は、例えばパーソナルコンピュータやオーディオ機器或
いは各種モバイル機器や携帯電話機等の無線通信機能を有する各種電子機器等に備えられ
、無線送受信部のアナログフロントエンドを構成する。高周波モジュール１は、同一の変
復調方式若しくは異なる変復調方式に対してベースバンド部分を共有化するとともに、異
なる周波数帯域の無線信号の送受信を可能とする送受信部を有していわゆるマルチ・バン
ド構成が図られている。高周波モジュール１は、詳細を後述するようにベース基板部製作
工程により形成されたベース基板部２と、このベース基板部２の第１の主面を平坦化して
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し、素子体
収納空間部が耐湿特性及び耐酸化特性を保持された空間部として構成される 第１
の有機基板及び第２の有機基板の互いに接合させる面とは反対側の第１の有機基板及び第
２の有機基板の少なくとも一方の第２の主面の全面に絶縁樹脂層を形成する工程と、絶縁
樹脂層に研磨処理を施して第２の主面を平坦なビルドアップ形成面とする工程と

に形成された



構成されたビルドアップ形成面３上に高周波回路部製作工程によりビルドアップ形成され
た高周波回路部４とから構成される。
【００２８】
高周波モジュール１は、詳細を省略するが受信信号処理系や送信信号処理系の回路部を備
え、上述した従来の無線通信モジュール１００と同等の機能を有している。高周波モジュ
ール１は、ベース基板部２が高周波回路部４に対する電源系や制御系の配線部或いは図示
しないインターポーザに対する実装面を構成している。高周波モジュール１は、高周波回
路部４の最上層面を実装面として、高周波ＩＣ５やチップ部品６が実装されるとともに、
図示しないシールドカバーが組み付けられて表面全体が封装されてなる。
【００２９】
高周波モジュール１には、詳細を後述する構成によりベース基板部２の内部にＭＥＭＳス
イッチ７が封装されて搭載され、このＭＥＭＳスイッチ７を切換動作することによって受
信信号処理系や送信信号処理系の可変コンデンサや可変リアクタンスの容量切換が行われ
て受信信号や送信信号の周波数特性をマッチングするように時定数切換の制御を行う。高
周波モジュール１には、詳細を後述する高周波回路部形成工程において、高周波回路部４
内に配線層とともにキャパシタ素子８、レジスタ素子９或いはインダクタ素子１０が成膜
形成されている。
【００３０】
ベース基板部２は、両面基板（第１の有機基板）１１をベース基板として、この両面基板
１１にＭＥＭＳスイッチ７を実装するＭＥＭＳスイッチ実装工程と、両面基板１１に対し
て有機絶縁ブロック体（第２の有機基板）１２を接合する接合工程と、有機絶縁ブロック
体１２に配線パターン１２ａやビア１２ｂを形成する配線形成工程と、有機絶縁ブロック
体１２の表面を平坦化してビルドアップ形成面３を形成する平坦化工程等を経て形成され
る。両面基板１１は、有機基板１１ａの表裏主面に配線パターン１１ｂ、１１ｃを形成す
るとともにこれら配線パターン１１ｂ、１１ｃをスルーホール１１ｄを介して接続してな
る。
【００３１】
両面基板１１は、有機基板１１ａが低誘電率かつ低Ｔａｎδ特性、すなわち良好な高周波
特性を有するとともに耐熱性や耐薬品性或いは耐湿性や耐気密性に優れた熱可塑性合成樹
脂、例えばポリオレフィン系樹脂、液晶ポリマ（ＬＣＰ）或いはポリフェニールエチレン
（ＰＰＥ）等によって成形されてなる。両面基板１１は、従来一般的に用いられている配
線パターン形成方法、例えばアディティブ法等が施されることによって、図２に示すよう
に有機基板１１ａの表裏主面に配線パターン１１ｂ、１１ｃが形成されるとともにスルー
ホール１１ｄが形成される。両面基板１１は、スルーホール１１ｄに対応して予め貫通孔
が形成された有機基板１１ａの表裏主面に、めっきレジストによるパターニングを行い、
無電解銅めっきで導体パターンを形成した後にめっきレジストを除去する。
【００３２】
なお、両面基板１１は、例えばセミアディティブ法によって形成することも可能であり、
或いは銅張り基板を用いてサブトラクティブ法により形成することも可能である。有機基
板１１ａについては、詳細を後述するように防湿処理や気密処理を施すことにより、上述
した基板材ばかりでなく一般的な基板材料、例えばフェノール樹脂、ビスマレイドトリア
ジン（ＢＴ－ｒｅｓｉｎ）、ポリイミド、ポリテトラフルオロエチレン、ポリノルボルネ
ン（ＰＮＢ）、ガラスエポキシ、セラミック或いはセラミックと有機基材の混合体等から
なる基材も用いられる。
【００３３】
両面基板１１は、詳細を省略するが第１の配線パターン１１ｂが電源回路部やグランド部
等を構成するとともに第２の配線パターン１１ｃがインターポーザ等への実装部を構成す
る。両面基板１１は、詳細を後述するように、第２の配線パターン１１ｃを被覆するソル
ダレジストからなる保護層１３が形成されるとともに入出力端子電極１４が形成されてな
る。
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【００３４】
両面基板１１には、例えばフリップチップ法によるＭＥＭＳスイッチ実装工程が施されて
、図３に示すように第１の配線パターン１１ｂの所定位置にＭＥＭＳスイッチ７が実装さ
れる。ＭＥＭＳスイッチ７は、基本的な構成を上述したＭＥＭＳスイッチパッケージ１３
０と同様に構成されるが、図４に示すように絶縁カバー１３１やシリコンカバー１４０を
有しないいわゆるベア状態で用いられる。したがって、ＭＥＭＳスイッチ７は、ＭＥＭＳ
スイッチパッケージ１３０と比較して全体が薄型に構成される。
【００３５】
ＭＥＭＳスイッチ７は、図４に示すようにシリコン基板１５上に第１の固定接点１６と、
第２の固定接点１７と、第３の固定接点１８とが形成され、第１の固定接点１６に対して
薄板状でかつ可撓性を有する可動接点片１９が片持ち支持されている。ＭＥＭＳスイッチ
７には、シリコン基板１５に第１の固定接点１６や第３の固定接点１８と一体にそれぞれ
接続パッド１６ａ、１８ａが形成されている。ＭＥＭＳスイッチ７は、可動接点片１９が
自由端を第３の固定接点１８と対向されるとともに、第２の固定接点１７と対向する部位
に電極２０が設けられている。
【００３６】
ＭＥＭＳスイッチ実装工程においては、図４鎖線で示すようにＭＥＭＳスイッチ７の第１
の固定接点１６や第３の固定接点１８の接続パッド１６ａ、１８ａ上にそれぞれ金ボール
バンプ２１を形成する。ＭＥＭＳスイッチ実装工程においては、詳細を省略するが両面基
板１１の第１の配線パターン１１ｂに形成した接続パッド上にニッケル－金めっきを施し
て電極形成を行う。なお、電極は、ニッケル層の厚みが４ｕｍ乃至５ｕｍ、金層の厚みが
０．３ｕｍ以上に形成される。
【００３７】
ＭＥＭＳスイッチ実装工程においては、ＭＥＭＳスイッチ７が両面基板１１に対して、シ
リコン基板１５を上側にして金ボールバンプ２１によって対向間隔を保持された状態で位
置決め載置される。ＭＥＭＳスイッチ実装工程においては、例えば両面基板１１を８０℃
乃至１２０℃程度に加熱した状態で金ボールバンプ２１を数十ｇ程度に加圧しながら超音
波を印加することにより、両面基板１１上にＭＥＭＳスイッチ７を実装する。なお、ＭＥ
ＭＳスイッチ実装工程は、かかる超音波フリップチップ実装法に限定されず、適宜のベア
チップ実装法により両面基板１１上にＭＥＭＳスイッチ７を実装するようにしてもよい。
【００３８】
両面基板１１には、ＭＥＭＳスイッチ７を実装した主面上に有機絶縁ブロック体１２を接
合する接合工程が施される。有機絶縁ブロック体１２も、低誘電率かつ低Ｔａｎδ特性、
すなわち良好な高周波特性を有するとともに耐熱性や耐薬品性或いは耐湿性に優れた熱可
塑性合成樹脂、例えばポリオレフィン系樹脂、液晶ポリマ（ＬＣＰ）或いはポリフェニー
ルエチレン（ＰＰＥ）等によって成形されてなる。また、有機絶縁ブロック体１２は、そ
の他の一般的な基板材料、例えばフェノール樹脂、ビスマレイドトリアジン（ＢＴ－ｒｅ
ｓｉｎ）、ポリイミド、ポリテトラフルオロエチレン、ポリノルボルネン（ＰＮＢ）、ガ
ラスエポキシ、セラミック或いはセラミックと有機基材の混合体等も用いられる。有機絶
縁ブロック体１２は、両面基板１１の全面を被覆するに足る外形とＭＥＭＳスイッチ７の
高さよりもやや大きな厚みを有する矩形ブロックを呈している。
【００３９】
有機絶縁ブロック体１２には、両面基板１１との接合面１２ｃに、ＭＥＭＳスイッチ７を
被覆するに足る開口形状を有する凹陥部２２が形成されている。凹陥部２２には、金属シ
ールド層２３が成膜形成されることにより、後述するようにＭＥＭＳスイッチ７を被覆し
た状態において耐湿性や気密性が保持されるように構成されている。金属シールド層２３
については、例えばめっきにより樹脂成形品に対して三次元的に電気回路を形成するＭＩ
Ｄ法（Ｍｏｌｄｅｄ　Ｉｎｔｅｒｃｏｎｎｅｃｔ　Ｄｅｖｉｃｅ）等により成膜形成され
る。金属シールド層２３については、蒸着法により成膜形成するようにしてもよい。
【００４０】
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接合工程は、上述した両面基板１１と有機絶縁ブロック体１２とを、例えば窒素ボックス
等の不活性ガス雰囲気に供給し、図５に示すように両面基板１１に対して有機絶縁ブロッ
ク体１２を位置合わせして重ね合わせた状態で例えば超音波溶着法等を施すことにより一
体化する。両面基板１１と有機絶縁ブロック体１２とは、接合した状態で凹陥部２２によ
り構成したＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４内にＭＥＭＳスイッチ７を封装する。
【００４１】
接合工程は、上述したように両面基板１１と有機絶縁ブロック体１２とを窒素ボックス内
で接合することから、ＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４内に窒素ガスを封入する。したが
って、ＭＥＭＳスイッチ７は、ＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４内に耐湿特性及び耐酸化
特性を保持して実装されることから、構成各部の酸化や可動接点片１９の貼り付き等が防
止されて耐久性と動作安定性の向上が図られる。また、ＭＥＭＳスイッチ７は、いわゆる
ベア実装されることにより高周波モジュール１の小型・薄型化を図るとともに、外部から
の機械的負荷等に対しても保護されてなる。
【００４２】
高周波モジュール１は、ＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４を内部に水分の侵入を防止する
ように耐湿特性に保持することから、後述するようにリフローはんだ工程時に侵入した水
分が蒸発してＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４が破裂するといった事態の発生も防止され
る。また、高周波モジュール１は、内面に形成された金属シールド層２３によりＭＥＭＳ
スイッチ収納空間部２４が電磁シールド空間部として構成されることで、ＭＥＭＳスイッ
チ７への電磁ノイズの影響が低減され安定した動作が行われるようになる。
【００４３】
有機絶縁ブロック体１２には、配線形成工程が施されて主面１２ｄ上に所定の配線パター
ン１２ａが形成されるとともに、両面基板１１の第１の配線パターン１１ｂとの接続を図
るビア１２ｂが形成される。配線形成工程は、有機絶縁ブロック体１２の所定位置にドリ
ル法やレーザ法或いはプラズマ法等により第１の配線パターン１１ｂをストッパにしてビ
ア孔を形成し、各ビア孔にデスミア処理を施す。配線形成工程は、一般的に行われている
配線パターン形成方法、例えばアディティブ法或いはセミアディティブ法等が施されるこ
とにより、図６に示すように主面１２ｄに配線パターン１２ａを形成する。また、配線形
成工程は、配線パターン１２ａとともに、ビア孔内に導通処理を施した後にめっき法によ
り蓋形成が行われてビア１２ｂが形成される。
【００４４】
両面基板１１と有機絶縁ブロック体１２には、平坦化工程が施されることにより、図７に
示すように平坦なビルドアップ形成面３を有するベース基板部２が形成される。有機絶縁
ブロック体１２には、配線パターン１２ａを被覆して所定の厚みを有する絶縁樹脂層２５
が形成されるとともに、この絶縁樹脂層２５に研磨処理が施される。両面基板１１にも、
第２の配線パターン１１ｃを被覆して所定の厚みを有する絶縁樹脂層２６が形成されると
ともに、この絶縁樹脂層２６に研磨処理が施される。研磨処理には、例えばアルミナとシ
リカの混合液からなる研磨材が用いられ、配線パターン１２ａ及び第２の配線パターン１
１ｃが露出するまで絶縁樹脂層２５及び絶縁樹脂層２６を研磨する。
【００４５】
なお、研磨処理は、両面基板１１側について、第２の配線パターン１１ｃを露出させずに
わずかな厚みで絶縁樹脂層２６を残すようにしてもよく、後述する高周波回路部製作工程
において第２の配線パターン１１ｃを薬品や機械的或いは熱的負荷から保護する。絶縁樹
脂層２６は、両面基板１１に入出力電極１４を形成する際に除去される。研磨処理につい
ては、例えば方向性化学エッチング法（ＲＩＥ：Ｒｅａｃｔｉｖｅ　Ｉｏｎ　Ｅｔｃｈｉ
ｎｇ）やプラズマエッチング法（ＰＥ：Ｐｌａｓｍａ　Ｅｔｃｈｉｎｇ）等のドライエッ
チング法によって絶縁樹脂層２５及び絶縁樹脂層２６を研磨して平坦化を行うようにして
もよい。
【００４６】
ベース基板部２は、両面基板１１をベースとして上述した各工程を経て製作されるが、か
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かる工程に限定されるものでは無い。ベース基板部２は、例えば８ｃｍ以上のワーク上で
多数個を同時に製作するようにしてもよい。ベース基板部２は、基本的な工程を従来の多
層配線基板の製作工程と同様とすることで、多層配線基板の製作プロセスを適用すること
も可能であり大規模な設備投資が不要となる。ベース基板部２は、比較的廉価な両面基板
１１をベースにして製作するようにしたが、後述するようにさらに廉価な銅張り基板や樹
脂付銅箔を接合してなる基板等の適宜の基板をベースとして製作することも可能である。
【００４７】
上述した工程を経て製作されたベース基板部２には、高周波回路部形成工程が施されて有
機絶縁ブロック体１２のビルドアップ形成面３上に高周波回路部４が形成される。高周波
回路部形成工程は、第１の誘電絶縁層形成工程と、第１の金属薄膜層成膜工程と、第１の
配線層形成工程とを有する。第１の配線層形成工程においては、後述するようにキャパシ
タ素子８とレジスタ素子９とが成膜形成される。高周波回路部形成工程は、第２の誘電絶
縁層形成工程と、第２の金属薄膜層成膜工程と、第２の配線層形成工程と、レジスト層形
成工程と、部品実装工程とを有する。第２の配線層形成工程においては、後述するように
インダクタ素子１０が成膜形成される。
【００４８】
高周波回路部４は、図１に示すように第１の誘電絶縁層２７と、第１の配線層２８と、第
２の誘電絶縁層２９と、第２の配線層３０と、この第２の配線層３０を被覆保護する保護
層３１の５層構造からなる。高周波回路部形成工程は、高周波回路部４が多層に構成され
る場合に、誘電絶縁層形成工程と配線層形成工程とが必要な回数を繰り返される。
【００４９】
高周波回路部４は、第１の配線層２８が、ビア３２を介してベース基板部２側の第１の配
線パターン１１ｂと層間接続されてなる。高周波回路部４は、第１の配線層２８と第２の
配線層３０とが、ビア３３を介して層間接続されてなる。高周波回路部４には、第１の配
線層２８内にキャパシタ素子８とレジスタ素子９が成膜形成されている。高周波回路部４
には、第２の配線層３０内にインダクタ素子１０が成膜形成されている。なお、高周波回
路部４は、必要に応じて表面に図示しないシールドカバーが組み付けられて電磁ノイズの
影響が排除される。
【００５０】
次に、高周波回路部４の製作工程について、以下図８乃至図１４を参照して詳細に説明す
る。第１の誘電絶縁層形成工程は、ベース基板部２のビルドアップ形成面３上に絶縁性誘
電材を塗布して、図８に示すように第１の誘電絶縁層２７を成膜形成する。絶縁性誘電材
には、ベース基板５と同様に高周波特性に優れかつ耐熱性や耐薬品性及び少なくとも１６
０℃以上の高耐熱性に優れた有機絶縁基材が用いられる。絶縁性誘電材には、例えばベン
ゾシクロブテン（ＢＣＢ）、ポリイミド、ポリノルボルネン（ＰＮＢ）、液晶ポリマ（Ｌ
ＣＰ）、ビスマレイドトリアジン（ＢＴ－レジン）、ポリフェニールエチレン（ＰＰＥ）
或いはエポキシ樹脂やアクリル系樹脂が用いられる。成膜方法としては、塗布均一性、厚
み制御性が保持されるスピンコート法、カーテンコート法、ロールコート法或いはディッ
プコート法等が適用される。
【００５１】
第１の誘電絶縁層２７には、図８に示すようにベース基板部２側の第１の配線パターン１
１ｂに形成された電極部に連通する多数個のビアホール３２が形成される。各ビアホール
３２は、絶縁性誘電材として感光性樹脂を用いた場合には、所定のパターンニングに形成
されたマスクを第１の誘電絶縁層２７に取り付けてフォトリソグラフ法により形成される
。各ビアホール３２は、絶縁性誘電材として非感光性樹脂を用いた場合には、例えばフォ
トレジストや金等の金属膜等をマスクとして、第１の誘電絶縁層２７に方向性化学エッチ
ング等のドライエッチング法を施して形成される。
【００５２】
第１の金属薄膜形成工程は、図９に示すように第１の誘電絶縁層２７上に例えばスパッタ
リング法等により、Ｃｕ、Ａｌ、Ｐｔ、Ａｕ等の金属薄膜層３４を薄膜形成する。第１の
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金属薄膜形成工程においては、第１の誘電絶縁層２７と金属薄膜層３４との密着性を向上
させるために、バリア層として例えばＣｒ、Ｎｉ、Ｔｉ等の金属薄膜を形成するようにし
てもよい。金属薄膜層３４は、例えば厚みが５０ｎｍのＴｉ層と、厚みが５００ｎｍのＣ
ｕ層との２層からなり、第１の誘電絶縁層２７の主面上に全面に亘って成膜形成される。
【００５３】
第１の配線層形成工程は、金属薄膜層３４に対して、レジスタ素子９の形成部位にエッチ
ングを施す工程と、全面に亘ってＴａＮ層３５を形成する工程と、ＴａＮ層３５のレジス
タ素子９の形成部位に陽極酸化処理を施してＴａＯ層３６を形成する工程と、不要なＴａ
Ｎ層３５及び金属薄膜層３４とを除去して所定のパターニングを行って第１の配線層２８
を形成する工程とを有する。第１の配線層形成工程においては、レジスタ素子９の形成部
位に対応する金属薄膜層３４に対して、例えば硝酸、硫酸及び酢酸系の混合酸からなるエ
ッチング液を用いて除去するエッチング処理を施す。第１の配線層形成工程においては、
レジスタ素子９の形成部位を含む金属薄膜層３４の全面を被覆するようにして、例えばス
パッタリング法等により図９に示すようにＴａＮ層３５が成膜形成される。
【００５４】
ＴａＮ層３５は、金属薄膜層３４の除去部位において抵抗体として作用することで第１の
配線層２８内にレジスタ素子９を構成する。ＴａＮ層３５は、後述するようにキャパシタ
素子８を成膜形成する際に陽極酸化により形成される酸化タンタル（ＴａＯ）誘電体膜の
ベースとして作用する。ＴａＮ層３５は、例えばスパッタリング法により第１の誘電絶縁
層２７或いは金属薄膜層３４上に２０μｍ程度の厚みを以って成膜形成される。なお、Ｔ
ａＮ層３５は、Ｔａ薄膜であってもよい。
【００５５】
第１の配線層形成工程においては、キャパシタ素子８の形成部位の下電極を開口部によっ
て外方に臨ませその他の部位を被覆する陽極酸化用マスク層の形成処理が施される。陽極
酸化用マスク層は、例えば容易にパターニングが可能なフォトレジストを用い、次工程の
陽極酸化処理時の印加電圧に対して被覆部位が充分な絶縁性を保持することが可能であれ
ばよく、数μｍ乃至数十μｍの厚みを以って形成される。なお、陽極酸化用マスク層につ
いては、薄膜形成が可能であるその他の絶縁材料、例えば酸化シリコン材（ＳｉＯ２ ）を
用いてパターニング形成してもよい。
【００５６】
第１の配線層形成工程においては、陽極酸化用マスク層を成膜形成した後に陽極酸化処理
を行って、開口部から露出したキャパシタ素子部８の下電極に対応するＴａＮ層３５を選
択的に陽極酸化する。陽極酸化処理は、例えば電解液としてホウ酸アンモニウムが用いら
れ、５０ｖ乃至２００ｖの電圧を印加する。印加電圧は、陽極酸化用マスク層の開口部に
対応して形成されるＴａＯ誘電体膜の膜厚を所望の厚みに形成するために適宜調整される
。第１の配線層形成工程においては、この陽極酸化処理によって開口部に対応したＴａＮ
層３５が選択的に酸化されて、後述するキャパシタ素子８の誘電体材料となるＴａＯ層３
６を形成する。
【００５７】
第１の配線層形成工程においては、フォトレジスト層として機能する陽極酸化用マスク層
にフォトリソグラフ処理が施され、エッチング処理により金属薄膜層３４の不要部位が除
去されて図１０に示すように所定の第１の配線層２８が形成される。第１の配線層形成工
程においては、陽極酸化用マスク層が除去された状態で、ＴａＯ層３６上にスパッタリン
グ法等により形成されたＴｉ－Ｃｕ膜からなる上電極３７が成膜形成されて第１の配線層
２８内にキャパシタ素子８が形成される。なお、金属薄膜層３４については、上述したよ
うに高周波帯域において線路損失の小さいＣｕ薄膜によって形成したが、エッチング液に
耐性を有する例えばＡｌ、Ｐｔ或いはＡｕの金属薄膜によって形成するようにしてもよい
。
【００５８】
第１の配線層形成工程においては、陽極酸化用マスク層を介して金属薄膜層３４のキャパ
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シタ素子８とレジスタ素子９との形成部位に対応してＴａＮ層３５を選択的に陽極酸化す
るようにしたが、かかる工程に限定されるものでは無い。第１の配線層形成工程は、陽極
酸化用マスク層にフォトレジストを用いたが、酸化シリコン材を用いる場合には第１の配
線層２８をパターニングする際に陽極酸化用マスク層上にフォトレジストが塗布されてフ
ォトリソグラフ処理が施される。また、第１の配線層形成工程は、ＴａＮ層を全面に亘っ
て陽極酸化させた後に、形成されたＴａＮ＋ＴａＯ層をパターニングするようにしてもよ
い。第１の配線層形成工程は、かかる処理を施した場合にレジスタ素子９の対応部位に形
成されたＴａＮ層も表面が陽極酸化されることにより、この酸化膜が保護膜としてレジス
タ素子９を長期的に安定した状態に保持する。
【００５９】
第１の配線層２８には、その主面上に上述した第１の誘電絶縁層２７の形成工程と同様の
工程と同様の絶縁性誘電材による第２の誘電絶縁層形成工程が施されて、均一な厚みの第
２の誘電絶縁層２９が成膜形成される。第２の誘電絶縁層形成工程においては、第２の誘
電絶縁層２９に、図１１に示すように第１の配線層２８に形成された電極部に連通する多
数個のビアホール３３を形成する。第２の誘電絶縁層２９には、第２の配線層形成工程が
施される。
【００６０】
第２の配線層形成工程は、金属薄膜層を成膜形成する工程と、この金属薄膜層のパターニ
ング工程と、金属薄膜パターンに対する電解めっき処理を施す工程等からなる。金属薄膜
層形成工程は、上述した第１の配線層形成工程の金属薄膜層３４の形成工程と同様に、ス
パッタリング法等によってその主面上にＴｉ－Ｃｕ層を成膜形成する。パターニング工程
は、金属薄膜層の全面にフォトレジストを塗布した後にフォトリソグラフ処理を施するこ
とにより、図１２に示すように第２の配線層３０に対応する配線パターンを形成する。
【００６１】
電解めっき工程は、例えば金属薄膜層に厚みが約１２μｍ程度のメッキ用レジスト層をパ
ターン形成した後に、金属薄膜層を電解取出用電極として電解銅メッキを行う。金属薄膜
層には、メッキ用レジスト層の開口部位に約１０μｍ以上の銅メッキ層がリフトアップ形
成される。電解メッキ工程においては、メッキ用レジスト層を洗浄除去するとともに、例
えばウエットエッチング処理を施して不要な金属薄膜層を除去することで銅メッキ層によ
り所定のパターンからなる第２の配線層３０を成膜形成する。第２の配線層形成工程にお
いては、上述した電解メッキ工程によって、第２の配線層３０の一部にインダクタ素子１
０が成膜形成される。インダクタ素子１０は、電解メッキ法により厚膜形成されることで
所定の特性を有する充分な膜厚を以って成膜形成される。
【００６２】
第２の配線層３０には、保護層形成工程が施されて、その主面上に保護層３１が成膜形成
される。保護層３１は、例えばソルダレジストや層間絶縁層材料等の保護層材がスピンコ
ート法等により均一に塗布されて形成される。第２の配線層形成工程においては、保護層
３１に対してマスクコーティング処理及びフォトリソグラフ処理を施して、図１３に示す
ように第２の配線層３０に形成された電極３０ａに対応して多数個の開口部３８が形成さ
れる。第２の配線層形成工程においては、開口部３８を介して露出された電極３０ａに対
して例えば無電解Ｎｉ－Ａｕめっき処理或いはＮｉ－Ｃｕめっき処理等を施すことによっ
て、図１４に示すように電極３０ａ上にＮｉ－Ａｕ層を成膜して電極形成を行う。
【００６３】
一方、ベース基板部２には、上述したように両面基板１１の底面側に形成された第２の配
線パターン１１ｃを被覆して保護層１３が形成されている。保護層１３には、上述した高
周波回路部４側の保護層３１と同様にソルダレジスト等をスピンコート法等により均一に
塗布されて形成される。なお、保護層１３と保護層３１は、例えばディップ法により同時
に形成することも可能である。保護層１３には、開口部３８の形成工程と同様にマスクコ
ーティング処理及びフォトリソグラフ処理を施すことにより、図１３に示すように第２の
配線パターン１１ｃに形成された電極に対応して多数個の開口部３９が形成される。ベー

10

20

30

40

50

(14) JP 3575478 B2 2004.10.13



ス基板部２は、開口部３９を介して第２の配線パターン１１ｃの電極上に無電解Ｎｉ－Ａ
ｕめっき処理を施して入出力端子電極１４が形成される。
【００６４】
以上の工程を経てベース基板部２上に積層形成された高周波回路部４には、電極３０ａに
より保護層３１上に高周波ＩＣ５やチップ部品６がフリップチップ法等の適宜の表面実装
法により実装される。実装工程は、高周波ＩＣ５やチップ部品６に詳細を省略するそれぞ
れの接続パッドに金バンプ４１が設けられており、印刷法等によって電極３０ａ上にはん
だを供給された高周波回路部４に対して位置決めされて載置される。実装工程は、この状
態でリフローはんだを施すことにより、高周波ＩＣ５及びチップ部品６が高周波回路部４
上に電気的に接続されて実装され高周波モジュール１が製造される。なお、実装工程にお
いては、必要に応じて洗浄工程を施すとともに、高周波ＩＣ５と保護層３１との間にアン
ダーフィル樹脂４２が充填される。
【００６５】
以上の工程を経て製造された高周波モジュール１は、ベース基板部２の入出力端子電極１
４を介して図示しないインターポーザ等に適宜の実装法により実装される。高周波モジュ
ール１は、例えば入出力端子電極１４に金バンプが設けられて、接続電極上にはんだを供
給されたインターポーザ上に位置決め載置されてリフローはんだを施すことによって実装
される。
【００６６】
高周波モジュール１は、上述したようにベース基板部２の内部にアンテナやフィルタの容
量特性を可変としてマルチバンド機能化を図るＭＥＭＳスイッチ７を窒素ガス雰囲気で耐
湿特性及び耐酸化特性を保持して封入したことにより、ＭＥＭＳスイッチ７の動作特性や
耐久性の向上が図られる。高周波モジュール１は、ＭＥＭＳスイッチ７をベース基板部２
の内部に設けたことにより、各配線層とのパス長が短縮化されることで低損失、耐ノイズ
特性の向上が図られる。高周波モジュール１は、パッケージ化されていないＭＥＭＳスイ
ッチ７を用いることにより小型化、薄型化が図られる。
【００６７】
高周波モジュール１は、比較的廉価な両面基板１１を有するベース基板部２の平坦化され
たビルドアップ形成面３上に受動素子８乃至１０を成膜形成した高周波回路部４が高精度
に形成される。したがって、高周波モジュール１は、特性の向上とコストの低減が図られ
るとともに、ベース基板部２を電源やグランド部の配線部や制御系の配線部として構成す
ることによって高周波回路部４との電気的分離を図られるようになる。高周波モジュール
１は、高周波回路部４の電気的干渉の発生が抑制されて特性の向上が図られ、また充分な
面積を有する電源やグランド部の配線がベース基板部２に形成することが可能であること
からレギュレーションの高い電源供給が行われるようになる。
【００６８】
上述した高周波モジュール１においては、ＭＥＭＳスイッチ７を両面基板１１の第１の配
線パターン１１ｂに対してフリップチップ実装してベース基板部２内に構成したＭＥＭＳ
スイッチ収納空間部２４内に収納したが、かかる構成に限定されるもので無い。図１５に
示した高周波モジュール４５は、ＭＥＭＳスイッチ７をワイヤボンディング法により両面
基板１１と接続してＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４内に収納される。なお、高周波モジ
ュール４５は、ＭＥＭＳスイッチ７の実装方法を除いて他の構成を上述した高周波モジュ
ール１と同等とすることから、各部の説明を省略する。
【００６９】
ＭＥＭＳスイッチ７は、例えばシリコン基板１５の底面に接着剤が塗布され、図１５に示
すように両面基板１１の実装領域に位置決めされて載置されて接合される。ＭＥＭＳスイ
ッチ７は、第１の固定接点１６や第３の固定接点１８の接続パッド１６ａ、１８ａとが、
第１の配線パターン１１ｂに電極形成が施された接続パッドとの間にワイヤボンディング
法を施してワイヤ４６によりそれぞれ接続される。
【００７０】
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高周波モジュール４５は、ＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４が、ＭＥＭＳスイッチ７の可
動接点片１９の動作領域を保持するに足る高さを有すればよく、より薄型化を図ることが
可能である。なお、両面基板１１は、第１の配線パターン１１ｂの接続パッドがＭＥＭＳ
スイッチ７の実装領域を囲んで形成される。
【００７１】
図１６乃至図２１に示したモジュール基板５０は、両面基板５１として、一般的な配線基
板の基材として用いられるやや吸湿特性が低いガラスエポキシ基板やセラミックフィラー
を分散した基材が用いられる。モジュール基板５０は、後述するように両面基板５１の少
なくとも一方の主面５１ａにシールド層５２を形成した構成に特徴を有している。モジュ
ール基板５０は、上述したベース基板部２と基本的な構成をほぼ同等としており、対応す
る部位には同一符号を付すことにより詳細な説明を省略する。
【００７２】
両面基板５１には、図１７に示すように表裏主面５１ａ、５１ｂにそれぞれ第１の配線パ
ターン１１ｂと第２の配線パターン１１ｃとが形成されている。両面基板５１には、図１
８に示すようにＭＥＭＳスイッチ７を実装する第１の主面５１ａに、その全面を被覆する
ようにしてシールド層５２が形成される。シールド層５２は、耐湿特性及び酸素等の活性
気体分子の不透過特性すなわち耐酸化特性を有する例えば酸化珪素（ＳｉＯ２ ）膜、窒化
珪素（Ｓｉ３ Ｎ４ ）膜、炭化珪素（ＳｉＣ）膜、窒化ホウ素（ＢＮ）膜或いはダイヤモン
ド・ライク・カーボン（ＤＬＣ：Ｄｉａｍｏｎｄ　Ｌｉｋｅ　Ｃａｒｂｏｎ）膜からなる
。
【００７３】
シールド層５２は、上述した素材により成膜することにより、成膜時に両面基板５１から
アウトガスを生じさせない１００℃程度の低温条件で成膜形成することが可能である。シ
ールド層５２は、酸化珪素膜や炭化珪素膜を、例えばスパッタ法により成膜形成する。シ
ールド層５２は、窒化珪素膜を光アシスト環境の化学蒸着法（ＣＶＤ：Ｃｈｅｍｉｃａｌ
　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）により、またＤＬＣ膜をＣＶＤ法により成膜形成
する。
【００７４】
シールド層５２には、全面にフォトレジストを塗布した後にフォトリソグラフ処理を施す
とともにドライエッチング法によって、図１９に示すように第１の配線パターン１１ｂの
接続パッドに対応した部位に開口部５３が形成される。接続パッドには、開口部５３を介
してニッケル－金めっきが施されて電極形成が行われる。
【００７５】
両面基板５１には、第１の主面５１ａ上にＭＥＭＳスイッチ７が実装される。ＭＥＭＳス
イッチ７の実装方法については、上述した第１の実施の形態と同様に例えばフリップチッ
プ法により行われる。ＭＥＭＳスイッチ７には、第１の固定接点１６や第３の固定接点１
８上にそれぞれ金ボールバンプ２１が形成され、これら金ボールバンプ２１を開口部５３
を介して第１の配線パターン１１ｂの接続パッドに押し付けて加熱状態で超音波を印加す
ることにより、図２０に示すように両面基板５１に実装する。
【００７６】
両面基板５１には、第１の主面５１ａ上に、図２１に示した有機絶縁ブロック体５４が接
合される。有機絶縁ブロック体５４も、一般的な配線基板の基材として用いられるやや吸
湿特性が低いガラスエポキシやセラミックフィラーを分散した素材を用い、両面基板５１
の全面を被覆するに足る外形とＭＥＭＳスイッチ７の高さよりもやや大きな厚みを有する
矩形ブロックを呈して成形される。有機絶縁ブロック体５４には、両面基板５１との接合
面５４ａにＭＥＭＳスイッチ７を被覆するに足る開口形状を有する凹陥部５５が形成され
ている。凹陥部５５は、後述するように有機絶縁ブロック体５４が両面基板５１に接合さ
れた状態において、内部にＭＥＭＳスイッチ７を耐湿特性と耐酸化特性を保持して封装す
るＭＥＭＳスイッチ収納空間部を構成する。
【００７７】
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有機絶縁ブロック体５４には、凹陥部５５を含む接合面５４ａの全面に、上述した両面基
板５１側のシールド層５２と同様にシールド層５６が成膜形成されている。なお、シール
ド層５６については、凹陥部５５の内面にも形成することから、例えばＭＩＤ法によって
成膜形成される金属めっき層によって構成するようにしてもよい。有機絶縁ブロック体５
４には、凹陥部５５を除く接合面５４ａに接着剤層５７が塗布形成される。接着剤層５７
は、多層基板の製造工程において一般に用いられる紫外線硬化型接着剤や熱硬化型接着剤
が用いられる。なお、紫外線硬化型接着剤を用いる場合には、有機絶縁ブロック体５４が
紫外線透過特性を有する。
【００７８】
上述した両面基板５１と有機絶縁ブロック体５４は、窒素ボックス内において凹陥部５５
内にＭＥＭＳスイッチ７を収納するようにして互いに位置決めされて組み合わされて接合
されることにより、図１６に示すモジュール基板５０を製作する。モジュール基板５０は
、凹陥部５５がシールド層５２とシールド層５６とによって耐湿特性と耐酸化特性を保持
されたＭＥＭＳスイッチ収納空間部を構成してＭＥＭＳスイッチ７を封装する。モジュー
ル基板５０は、両面基板５１や有機絶縁ブロック体５４を比較的廉価な素材により形成す
ることから、コスト低減が図られる。
【００７９】
モジュール基板５０には、有機絶縁ブロック体５４の主面に適宜の配線パターン５８が

第１の配線パターン５１ａと層間
接続 モジュール基板５０は、配線パターン５８を形成した主面に平坦化処理
を施すとともに、上述した高周波回路部４が積層形成されて高周波モジュールを構成する
。なお、モジュール基板５０は、両面基板５１と有機絶縁ブロック体５４とを例えば超音
波溶着法等を施すことにより一体化するようにしてもよい。モジュール基板５０は、両面
基板５１と有機絶縁ブロック体５４のいずれか一方を上述したベース基板部２の両面基板
１１や有機絶縁ブロック体１２の素材と同様に耐熱性や耐薬品性或いは耐湿性に優れた素
材により成形することでシールド層を不要としてもよい。モジュール基板５０は、かかる
素材により成形した場合でも、シールド層を形成することによりより信頼性の向上が図ら
れるようになる。
【００８０】
上述した各実施の形態のベース基板部２及びモジュール基板５０は、ＭＥＭＳスイッチ７
の実装工程と両面基板１１、５１と有機絶縁ブロック体１２、５４の接合工程を窒素ボッ
クス内において行うことにより、ＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４、５５の内部に窒素ガ
スを封入してなる。第３の実施の形態として図２２乃至図２４に示した高周波モジュール
６０は、有機絶縁ブロック体１２が接合されてベース基板部６１を構成する両面基板６２
に換気孔６３が形成されてなる。高周波モジュール６０は、ＭＥＭＳスイッチ７の実装工
程と、両面基板６２と有機絶縁ブロック体１２との接合工程が大気雰囲気において行われ
る。高周波モジュール６０は、その他の構成を上述した高周波モジュール１と同等とする
ことから、対応する部位に同一符号を付して説明を省略する。
【００８１】
両面基板６２には、図２３に示すように一方の主面上に、ＭＥＭＳスイッチ７がフリップ
チップ法により実装される。ＭＥＭＳスイッチ７の実装工程は、大気雰囲気中において行
われる。両面基板６２には、同図に示すようにＭＥＭＳスイッチ７の実装領域に表裏主面
を貫通する換気孔６３が形成されている。両面基板６２には、ＭＥＭＳスイッチ７の実装
工程を経て、主面上に有機絶縁ブロック体１２が接合されてベース基板部６１を構成する
。この有機絶縁ブロック体１２の接合工程も、大気雰囲気中において行われる。
【００８２】
ベース基板部６１は、この状態において換気孔６３がＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４に
連通するとともに、ＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４が大気雰囲気にある。ベース基板部
６１は、図示しないが換気孔６３に換気装置が接続され、この換気孔６３を介してＭＥＭ
Ｓスイッチ収納空間部２４内の空気抜き操作が行われる。ベース基板部６１は、換気装置
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形
成される。この配線パターン５８は、ビア５９を介して

されている。



により、ＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４内を略真空状態とした後に窒素ガスの充填操作
が行われる。
【００８３】
ベース基板部６１は、ＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４内に窒素ガスを充填した後に、両
面基板６２の底面側から換気孔６３に金属や気密性に優れたガラス或いは樹脂等の充填材
６４を充填することにより、図２４に示すようにこの換気孔６３を閉塞する。ベース基板
部６１は、ＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４内に窒素ガスが封入されることにより、ＭＥ
ＭＳスイッチ７を耐湿特性及び耐酸化特性を保持して収納する。なお、ベース基板部６１
は、両面基板６２の底面側についても、ソルダレジスト等を塗布して形成した絶縁樹脂層
２６とともに充填材６４も研磨処理を施されることにより全体が平坦化される。
【００８４】
以上のようにして製作されたベース基板部６１には、有機絶縁ブロック体１２の主面上に
配線パターン１２ａが形成され、さらに絶縁樹脂層が成膜形成されるとともに研磨処理が
施されて平坦化されたビルドアップ形成面３が形成される。ベース基板部６１には、この
ビルドアップ形成面３上に高周波回路部４が積層形成されるとともに、この高周波回路部
４上に高周波ＩＣ５やチップ部品６が実装されて高周波モジュール６０を製造する。
【００８５】
なお、高周波モジュール６０は、両面基板６２に換気孔６３を形成したが、有機絶縁ブロ
ック体１２側に換気孔を形成するようにしてもよい。有機絶縁ブロック体１２は、その主
面が平坦化されたビルドアップ形成面３を構成して高周波回路部４が積層形成されること
から、換気孔を閉塞する充填材も研磨処理が施されて平坦化されるようにする。
【００８６】
なお、上述した各実施の形態においては、ベース基板部２内にＭＥＭＳスイッチ収納空間
部２４を形成してＭＥＭＳスイッチ７を耐湿特性及び耐酸化特性を保持して封装するよう
にしたが、本発明はかかる構成に限定されるものでは無い。高周波モジュールは、ＭＥＭ
Ｓスイッチ収納空間部２４内に、素子体としてＭＥＭＳスイッチ７とともに例えば可動部
を有する表面弾性波素子（ＳＡＷ）等の素子体を封装するようにしてもよい。勿論、高周
波モジュールは、表面弾性波素子を、ベース基板部２内にＭＥＭＳスイッチ収納空間部２
４と同様に形成した収納空間部に封装するようにしてもよい。
【００８７】
また、高周波モジュールは、素子体として、可動部を有する素子体ばかりでなく例えば樹
脂コートすることによって著しく特性が劣化するマイクロ波やミリ波用のＩＣチップやＬ
ＳＩチップについても、ベース基板部２内に収納空間部を形成して封装するようにしても
よい。かかる収納空間部も、ＭＥＭＳスイッチ収納空間部２４と同様に耐湿特性を保持さ
れて形成され、素子体が充分な特性が発揮されるようにするとともに外部からの機械的負
荷等に対して保護を図りかつリフローはんだ時の損傷等を生じることも無い。
【００８８】
【発明の効果】
以上詳細に説明したように、本発明によれば、素子体が配線層の内部に構成されるととも
に耐湿特性と耐酸化特性を保持した素子体収納空間部に素子体が直接形成されることから
、この素子体に耐湿特性や耐酸化特性或いは外部からの機械的負荷から保護するパッケー
ジが不要となり小型化が図られかつ配線層とのパス長が短縮化されることで低損失、耐ノ
イズ特性の向上が図られたモジュール用基板装置が得られる。また、本発明によれば、素
子体の経時劣化がパッケージ化された状態と同等に保持され安定した動作が行われるとと
もに、リフローはんだ等を施す際に、素子体収納空間部の内部に侵入した水分の蒸発によ
る損傷等といった不都合の発生も防止され、精度の高いモジュール用基板装置が効率よく
得られる。
【００８９】
本発明によれば、アンテナやフィルタの容量特性を可変としてマルチバンド機能化を図る
ＭＥＭＳスイッチや樹脂コーティングにより特性が劣化する素子体等がベース基板部の配
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線層内に構成されるとともに耐湿特性と耐酸化特性とを保持された素子体収納空間部に直
接形成されることから、この素子体に耐湿特性や耐酸化特性或いは外部からの機械的負荷
から保護するパッケージが不要となり小型化が図られかつ配線層とのパス長が短縮化され
ることで低損失、耐ノイズ特性の向上が図られた高周波モジュールが得られる。また、本
発明によれば、素子体の経時劣化がパッケージ化された状態と同等に保持され安定した動
作が行われるとともに、リフローはんだ等に際して内部に侵入した水分の蒸発によるパッ
ケージの損傷等といった不都合の発生も防止され、精度の高い高周波モジュールが効率よ
く得られる。さらに、本発明によれば、比較的廉価な有機基板を有するベース基板部の平
坦化されたビルドアップ形成面上に各種の受動素子を形成した高周波回路部が高精度に形
成されることで、コストの低減が図られるとともに、ベース基板部を例えば電源やグラン
ド部の配線部や制御系の配線部として構成することによって高周波回路部との電気的分離
を図った高周波モジュールが得られる。本発明によれば、高周波回路部の電気的干渉の発
生が抑制されて特性の向上が図られ、また充分な面積を有する電源やグランド部の配線が
ベース基板部に形成することが可能であることからレギュレーションの高い電源供給が行
われる高周波モジュールが得られる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明にかかる高周波モジュールの要部縦断面図である。
【図２】同高周波モジュールに用いる両面基板の要部縦断面図である。
【図３】両面基板にＭＥＭＳスイッチを実装する工程説明図である。
【図４】同高周波モジュールに用いられるＭＥＭＳスイッチの構成を説明する要部側面図
である。
【図５】両面基板に有機絶縁ブロック体を接合する工程説明図である。
【図６】有機絶縁ブロック体に形成する配線パターン及びスールホールの工程説明図であ
る。
【図７】ベース基板部のビルドアップ形成面を平坦化する工程説明図である。
【図８】高周波回路部の第１の誘電絶縁層を形成する工程説明図である。
【図９】高周波回路部の第１の配線層を形成する工程説明図である。
【図１０】第１の配線層にキャパシタ素子とレジスタ素子とを形成する工程説明図である
。
【図１１】高周波回路部の第２の誘電絶縁層を形成する工程説明図である。
【図１２】高周波回路部の第２の配線層及びインダクタ素子を形成する工程説明図である
。
【図１３】ベース基板部及び高周波回路部に保護層を形成する工程説明図である。
【図１４】ベース基板部及び高周波回路部に電極を形成する工程説明図である。
【図１５】ＭＥＭＳスイッチをワイヤボンディング実装した高周波モジュールの要部縦断
面図である。
【図１６】第２の実施の形態として示す高周波モジュールの要部縦断面図である。
【図１７】同高周波モジュールに用いる両面基板の要部縦断面図である。
【図１８】両面基板にシールド層を形成する工程説明図である。
【図１９】シールド層に接続用開口部を形成する工程説明図である。
【図２０】両面基板にＭＥＭＳスイッチを実装する工程説明図である。
【図２１】両面基板に有機絶縁ブロック体を接合する工程説明図である。
【図２２】第３の実施の形態として示す高周波モジュールの要部縦断面図である。
【図２３】ベース基板部の構成を説明する要部縦断面図であり、両面基板と有機絶縁ブロ
ック体との接合状態を示す。
【図２４】ベース基板部の構成を説明する要部縦断面図であり、換気孔を閉塞した状態を
示す。
【図２５】マルチ・バンド構成が図られた無線通信モジュールの構成図である。
【図２６】従来の無線通信モジュールの要部縦断面図である。
【図２７】従来の無線通信モジュールに用いられるＭＥＭＳスイッチパッケージの縦断面
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図である。
【符号の説明】
１　高周波モジュール、２　ベース基板部、３　ビルドアップ形成面、４　高周波回路部
、５　高周波ＩＣ、６　チップ部品、７　ＭＥＭＳスイッチ、８　キャパシタ素子、９　
レジスタ素子、１０　インダクタ素子、１１　両面基板、１２　有機絶縁ブロック体、２
２　凹陥部、２３　金属シールド層、２４　ＭＥＭＳスイッチ収納空間部、４５　高周波
モジュール、５０　モジュール基板、５１両面基板、５４　有機絶縁ブロック体、５５　
ＭＥＭＳスイッチ収納空間部、６０　高周波モジュール、６１　ベース基板部、６２　両
面基板、６３　換気孔

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】
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【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】 【 図 １ ８ 】
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【 図 １ ９ 】 【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】 【 図 ２ ２ 】
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【 図 ２ ３ 】 【 図 ２ ４ 】

【 図 ２ ５ 】 【 図 ２ ６ 】
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【 図 ２ ７ 】
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